
財務書類の概要 

(1) 財務書類の作成方法 

  作成基準 総務省統一基準 

  対象年度 令和３年度（基準日：令和４年 3 月 31 日） 

       出納整理期間（令和４年 4 月 1 日から 5 月 31 日まで）を含む 

 

(2) 貸借対照表（ＢＳ） 

貸借対照表は会計年度末時点で、住民サービスを提供するために所有する資産（土地・建物・車

両など）がどれだけあり、その資産を形成するために今までどのような財源（負債、純資産）で

賄ってきたのかを表す財務書類です。 

  

ごみ処理施設、車両・機材等 

固定資産 

 土地          2,971 万円 

建物        15 億 3,466 万円 

工作物         1,787 万円 

 物品          5,319 万円 

ごみ処理施設等に係る債務 

 地方債等      6 億 2740 万円 

  

 

職員に係る福利厚生等の債務 

  賞与引当金      167 万円 

職員退職金の引当超過額 

投資その他の資産 

 その他基金       3,444 万円 負債合計        6 億 2,907 万円 

債務返済の財源等 

流動資産 

 現金預金        3,646 万円 

純資産残高 

これまでの世代の負担残額を表します。 

マイナス残高の場合は将来負担を表します。 

資産合計       17 億 631 万円 純資産合計      10 億 7,724 万円 

 



施設設備と減価償却について 

施設や車両等は年数を経ることにより老朽化し、資産の価値としても減額されます。 

財務書類では、この経年劣化を減価償却費として表します。 

施設や車両等のそれぞれに法令で定められた耐用年数（使用に耐える年数）があり、取得価額を

耐用年数で等分し減価償却することから、減価償却累計額の比率が多くなると施設設備が老朽化

していることを表します。 

 

 

  

資産の科目名・金額 
令和３年度 

償却比率 

令和２年度 

償却比率 

処理施設等建物 

建物（取得価額）        44 億 241 万円 

建物減価償却累計額    △28 億 6,777 万円 

65.1％ 62.2％ 

工作物 

工作物（取得価額）        2,536 万円 

工作物減価償却累計額       △749 万円 

29.5％ 19.5％ 

車両・機材等 

物品（取得価額）       1 億 4,204 万円 

物品減価償却累計額       △8,885 万円 

62.5％ 58.4％ 

 



(3) 行政コスト計算書（ＰＬ） 

行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動にどのような費用がかかったのかを表す財務書

類です。 

 

 

  

日常的にかかるコスト 

経常費用 

 人件費        2,379 万円 

 ・給与や退職引当、共済掛金等 

 物件費等      4 億 4,219 万円 

 ・消耗品や維持補修費、委託費用等 

  （うち減価償却費 1 億 3,846 万円） 

その他の業務費用    234 万円 

 ・支払利息や火災保険料等 

移転費用        248 万円 

・活動補助金、退職手当負担金、税金等 

 

日常的に受ける収益 

経常収益 

 使用料及び手数料    2,397 万円 

 ・ごみ処理手数料等 

 その他経常収益     3,599 万円 

 ・リサイクル品売却等 

臨時に受ける収益 

臨時利益 

 資産売却益        なし 

 ・物品の売却など 

収益計         5,997 万円 

臨時にかかるコスト 

臨時損失 

 資産除売却損        2 円 

 ・物品の除却 

  

純行政コスト 

行政活動にかかるコストの純額です。 

このコストは構成市町からの負担金や行政他

団体からの負担金で賄われています。 

費用計         4 億 7,081 万円 純行政コスト     4 億 1,084 万円 

 



(4) 純資産変動計算書（ＮＷ） 

純資産変動計算書は、純資産が１年間でどのように変動したのかを表す財務書類です。 

また、単年度の損益は本年度純資産変動額（Ｂ）に現れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

前年度末純資産残高（Ａ）    10 億 9,706 万円 

純行政コストの財源計算 

純行政コスト         △4 億 1,084 万円 

税収等             3 億 9,101 万円 

（構成市町等の負担金） 

本年度差額            △1,982 万円 

純資産の評価増減、寄付等 

純資産評価差額             なし 

無償所管換等              なし 

（寄贈による資産の増加） 

本年度純資産変動額（Ｂ）      △1,983 万円 

本年度末純資産残高       10 億 7,724 万円 

（Ａ）＋（Ｂ） 

 



(5) 資金収支計算書（ＣＦ） 

資金収支計算書は、１年間の現金預金の収入と支出を表す財務書類です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務活動収支 

行政活動に伴う費用支出と収入 

業務支出              3 億 3,252 万円 

業務収入              4 億 3,436 万円 

臨時支出              なし 

臨時収入              なし 

業務活動収支（Ａ）         １億 185 万円 

投資活動収支 

固定資産の取得支出や固定資産の売却、基金の取崩収入など 

投資活動支出            なし 

投資活動収入            なし 

投資活動収支（Ｂ）          なし 

財務活動収支 

地方債等による資金調達及び償還 

 財務活動支出             8,779 万円 

 財務活動収入               なし 

財務活動収支（Ｃ）          △8,779 万円 

本年度資金収支額(A)＋(B)＋(C)     1,406 万円 

前年度末資金残高            2,239 万円 

本年度末資金残高            3,646 万円 

 



【様式第1号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,700,836,405   固定負債 570,506,701

    有形固定資産 1,635,415,405     地方債等 539,524,701

      事業用資産 1,582,227,247     長期未払金 -

        土地 29,705,880     退職手当引当金 30,982,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 4,402,413,230     その他 -

        建物減価償却累計額 -2,867,767,356   流動負債 89,546,134

        工作物 25,362,500     １年内償還予定地方債等 87,872,264

        工作物減価償却累計額 -7,487,007     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,673,870

        航空機 -     預り金 -

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 660,052,835

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 1,700,836,405

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -623,596,035

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 142,035,430

      物品減価償却累計額 -88,847,272

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 65,421,000

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 65,421,000

        減債基金 -

        その他 65,421,000

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 36,456,800

    現金預金 36,456,800

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 1,077,240,370

資産合計 1,737,293,205 負債及び純資産合計 1,737,293,205

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 410,839,346

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 2

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 2

    使用料及び手数料 23,972,210

    その他 35,994,478

純経常行政コスト 410,839,344

      社会保障給付 -

      その他 109,000

  経常収益 59,966,688

        その他 1,325,672

    移転費用 2,461,590

      補助金等 2,352,590

      その他の業務費用 2,344,616

        支払利息 1,018,944

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 59,283,322

        減価償却費 138,455,377

        その他 -

        その他 508,758

      物件費等 442,191,437

        物件費 244,452,738

        職員給与費 21,625,761

        賞与等引当金繰入額 1,673,870

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 470,806,032

    業務費用 468,344,442

      人件費 23,808,389

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 1,097,065,716 1,836,523,784 -739,458,068 -

  純行政コスト（△） -410,839,346 -410,839,346 -

  財源 391,014,000 391,014,000 -

    税収等 391,014,000 391,014,000 -

    国県等補助金 - - -

  本年度差額 -19,825,346 -19,825,346 -

  固定資産等の変動（内部変動） -138,455,379 138,455,379

    有形固定資産等の増加 - -

    有形固定資産等の減少 -138,455,379 138,455,379

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - 2,768,000 -2,768,000

  本年度純資産変動額 -19,825,346 -135,687,379 115,862,033 -

本年度末純資産残高 1,077,240,370 1,700,836,405 -623,596,035 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日



【様式第4号】

自治体名：岩手・玉山環境組合

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 36,456,800

財務活動収支 -87,787,166

本年度資金収支額 14,062,915

前年度末資金残高 22,393,885

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 36,456,800

    地方債等償還支出 87,787,166

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -

【財務活動収支】

  財務活動支出 87,787,166

    その他の支出 -

  投資活動収入 -

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 -

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 -

    公共施設等整備費支出 -

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 101,850,081

【投資活動収支】

    税収等収入 391,014,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 23,972,210

    その他の収入 19,379,478

  臨時支出 -

    移転費用支出 2,461,590

      補助金等支出 2,352,590

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 109,000

  業務収入 434,365,688

    業務費用支出 330,054,017

      人件費支出 23,973,341

      物件費等支出 303,736,060

      支払利息支出 1,018,944

      その他の支出 1,325,672

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 332,515,607
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連結会計等財務書類に対する注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ··············································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの ·················· 再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ······················· 取得原価 

取得原価が不明なもの ································ 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産 ··············································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの ······················· 取得原価 

取得原価が不明なもの ································ 再調達原価 

 

(2) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ········· 定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 15 年～50 年 

物品 3 年～20 年 

 

(3) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当組合へ按分され

る額を加算した額を控除した額を計上しています。  

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(4) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

 

（5）消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
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(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２ 追加情報 

(1) 連結対象団体 

ア 連結対象会計 

  一般会計 

イ 連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 

岩手県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整して

います。 

 

（3）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（4）売却可能資産の範囲及び内訳は、次の通りです 

 ア 範囲 

   予算において、財産収入として措置されている公共資産 

 イ 内訳 

   該当資産なし 



自治体名：岩手・玉山環境組合 年度：令和3年度
会計：連結会計

（単位：円）

区分
前年度末残高 

(A)
本年度増加額 

(B)
本年度減少額 

(C)

本年度末残高 
(A)+(B)-(C) 

(D)

本年度末 
減価償却累計額 

(E)

本年度償却額 
(F)

差引本年度末残高 
(D)-(E) 

(G)

事業用資産 4,457,481,610 - - 4,457,481,610 2,875,254,363 131,241,488 1,582,227,247

　土地 29,705,880 - - 29,705,880 - - 29,705,880

　立木竹 - - - - - - -

　建物 3,005,115,194 - - 3,005,115,194 2,081,723,122 82,897,421 923,392,072

　建物付属設備 1,397,298,036 - - 1,397,298,036 786,044,234 45,825,060 611,253,802

　工作物 25,362,500 - - 25,362,500 7,487,007 2,519,007 17,875,493

　船舶 - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - -

　航空機 - - - - - - -

　その他の有形固定資産 - - - - - - -

　建設仮勘定 - - - - - - -

物品 145,431,430 - 3,396,000 142,035,430 88,847,272 7,213,889 53,188,158

　機械器具 - - - - - - -

　物品 145,431,430 - 3,396,000 142,035,430 88,847,272 7,213,889 53,188,158

　美術品 - - - - - - -

合 計 4,602,913,040 - 3,396,000 4,599,517,040 2,964,101,635 138,455,377 1,635,415,405

有形固定資産の明細



自治体名：岩手・玉山環境組合 年度：令和3年度
会計：連結会計

（単位：円）

区分
生活インフラ・ 

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 - - - 1,582,227,247 - - - 1,582,227,247

　土地 - - - 29,705,880 - - - 29,705,880

　立木竹 - - - - - - - -

　建物 - - - 923,392,072 - - - 923,392,072

　建物付属設備 - - - 611,253,802 - - - 611,253,802

　工作物 - - - 17,875,493 - - - 17,875,493

　船舶 - - - - - - - -

　浮標等 - - - - - - - -

　航空機 - - - - - - - -

　その他の有形固定資産 - - - - - - - -

　建設仮勘定 - - - - - - - -

物品 - - - 53,188,158 - - - 53,188,158

　機械器具 - - - - - - - -

　物品 - - - 53,188,158 - - - 53,188,158

　美術品 - - - - - - - -

合 計 - - - 1,635,415,405 - - - 1,635,415,405

有形固定資産に係る行政目的別の明細


